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1. はじめに 
世界全体の消費電力の 1%を占めるデータセンタ (DC) の
脱炭素化が社会課題である。DC の消費電力は IT 機器部分
と IT機器以外に大別され、IT機器消費電力に対する総消費
電力の割合が DC の電力効率を示す PUE（Power Usage 
Effectiveness）として測定される。近年 DC の効率化が進み、
最新鋭の DCの PUEは 1.1台にまで達する。よって、IT機
器部分の脱炭素化がより重要となっている。この IT機器に
よる CO2排出責任ルールは現在未整備の状況で、世界中で
議論されている。GHGプロトコルによると、資産の運用上
のコントロールを持つ主体が責任を持つべき、と定義され

ており、この原則に基づき日本でも DC利用者が IT機器の
CO2 排出量の責任を負うべき、と提案されている。このた
め、将来的にユーザ部門が IT機器の脱炭素化の責任を持つ
可能性が高い。しかし、電力契約や支払い等の手続きは

DC 事業者が行っており、ユーザ部門は今まで消費電力を
意識していなかった。よってユーザ部門による消費電力の

把握、さらには省電力、再エネ化が課題となっている。 
そこで、本報では、DC のユーザ部門向け脱炭素化支援
サービスのコンセプトを提案する。 

1.1 IT機器の脱炭素化技術 

DC の脱炭素化の方策は、消費電力を削減する省エネと、
CO2 を排出しない電力である再生可能エネルギー（以降、
再エネと呼ぶ）を利用する再エネ化と、に大別できる。ま

た、IT 機器の消費電力とは、ラックに搭載されるサーバ、
ネットワークスイッチ、ストレージ、モニタ、といった

種々の IT機器が消費する電力を示す。典型的な DCでは、
主にサーバで利用される CPUと DRAMが IT機器の消費電
力の全体の約 80%を占めている。よって、IT機器の脱炭素
化においてはサーバの消費電力の省エネと再エネ化が重要

である。サーバの省エネは,コンポーネントレベルとサーバ
システムレベルに大別できる。コンポーネントレベルとは、

DRAMやハードディスク、CPU等のコンポーネントの消費
電力を下げるものであり、集積率の向上、新技術の導入に

より省エネが進められている。サーバシステムレベルとは、

複数のサーバを統合・集約するものであり、CPU や、メモ
リといった計算リソースを仮想化し仮想サーバに割り当て

ることでリソース利用率を向上させるサーバ仮想化技術が

登場し、普及が進んでいる。このサーバ仮想化技術を活か

して、利用リソースを片寄せして物理サーバを落とすよう

な省電力運用手法も提案されている。 
 再エネ化については、再エネの不安定な供給量に IT 機
器の消費電力を合わせる技術が研究されている。この技術

は、IT 機器で実行中のワークロードをダイナミックにバラ

ンシングする技術[1]と IT 機器で実行するワークロードを

再エネが豊富な時間帯にスケジューリングする技術[2]と、

に大別される。本報では成熟した省エネ技術に比べ、デー

タセンタでの活用事例が少ない再エネ化を検討対象とする。 

1.2 従来技術の課題 

ダイナミックバランシング技術は、ワークロードがサー

バ間あるいはデータセンタ間で移行可能という前提をおい

ているケースが多く、仮想マシンやコンテナの移行につい

ては過去より技術開発がなされている [3]。しかし、移行

にはアプリ停止や移行失敗のリスクを伴う。このリスクが

課題となり自動的にアプリケーションの配置を変更するダ

イナミックバランシング技術は、実用化が進んでいない。 
一方で、ワークロードのスケジューリング技術は、初期

のワークロードのデプロイメントのため、前述のワークロ

ード移行は不要である。しかし、実際に動作させるアプリ

ケーションのスケジューリングにはアプリケーション実行

環境に改造が必要となる。このため、顧客が採用可能なア

プリケーション実行基盤上での実現が課題であった。 

2. 提案手法 
前節で述べた課題を解決する ITワークロード管理サービ

スのコンセプトを提案する。本提案サービスでは、脱炭素

化に好適なアプリケーションの選定を支援する。また、再

エネ利用率が向上するようにアプリケーションの実行場所

と実行時間を自動的に決定し、実行制御する。 

2.1 脱炭素化対象のアプリケーション選定支援 

アプリケーション選定支援では、以下のステップで、ア

プリケーション実行方法を見直す。 
 

Step1. CO2削減対象の部門を決定 
Step2. 部門内の見直し対象アプリケーションの決定 
Step3. 決定したアプリケーションの見直し検討 

 
対象ユーザは、複数のサービスを開発・運用している組

織のマネージャであり、自組織内でそれぞれサービスを運

用している各部門の CO2 排出量を確認し（Step1）、更に

部門内の個別のアプリケーションの CO2排出量を確認しな

がらサービス・アプリケーションの重要度などを勘案して

CO2削減対象のアプリケーションを選定する（Step2）。 
Step1 について述べる。Step1 の対象ユーザは DC サービ
スを利用してアプリケーションを運用する組織の責任者、

例えば、CTOや事業責任者であり、彼らがCO2排出量を削
減する対象となる組織内の部門を決定することが目標とな

る。この目標のために、Step1 ではユーザに対し、部門ご

との消費電力量と CO2排出量を表示する。ダッシュボード

における表示例を図 1と図 2に示す。図は夫々部門ごとの

CO2 排出量と電力消費量の内訳を示している。図の内容か

らわかる通り、例えば、”Cordova and Sons”という部門が
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総電力消費量は最も多いが、CO2 排出量は上位から６番目

となっており、これはこの部門が、CO2 排出量が少ない

DC を多く利用している、または、CO2 排出量が少ない時

間帯にワークロードを動作させているからといったことが

推察できる。また、図 3 は部門ごとの消費電力における再

エネの比率を示しており、これにより、”Cordova and Sons”
は総消費電力量が大きいものの、再エネ率が高いことで、

CO2排出量としては低いことがわかる。 
Step2は基本的に Step1における部門ごとの分析をアプリ

ケーションごとの分析に置き換えたものであり、ダッシュ

ボードで表示するグラフも同様である。グラフを参照し、

CO2 排出量の絶対値が大きいアプリケーションや、あまり

重要でないにもかかわらず大量の CO2を排出しているアプ

リケーションを、見直し対象のアプリケーションとして選

出できる。以上がアプリケーション消費電力可視化機能を

通じた見直し対象のアプリケーションの選定手順である。 

2.2 アプリケーション実行制御方式 

1.1 で述べたように、アプリケーションを再エネ供給が

多い場所と時間で実行することで再エネ利用率の向上が可

能である。アプリケーションの実行場所と時間はデプロイ

のタイミングで決まるが、実行場所は実行後にも変更する

ことが可能である。これは、2.1の Step3に相当する。本報

 
1 Kubernetesは The Linux Foundationの登録商標である。 

ではこの内、デプロイ時の実行制御方式を提案する。本方

式では、アプリケーション実行時にアプリケーションの実

行条件を付与することで、条件を満たす範囲内でアプリケ

ーションの実行方法を自動的に決定する。 
本方式では、アプリケーションの実行条件をアプリケー

ションの定義ファイルに記載して、アプリケーションを実

行すると、実行基盤である Kubernetes1上でアプリケーショ

ンの実行方法が自動的に決定される。Kubernetes ではアプ

リケーションの実行に関する条件を Manifest と呼ばれるフ

ァイルに記載することが一般的であり、この Manifest にア

プリケーションの実行場所、実行時間に関する条件を記載

することで、再エネの利用に時間的および空間的に好適な

条件で実行される。Manifestに記載する情報の例を示す。 
a) デプロイ先サイト: 事前登録済みサイトリストから選択 
b) 主要アクセス元サイト：事前登録済みサイトリストから

選択 
c) 主要なアクセス元サイトから距離のしきい値 
d) 実行開始時間デッドライン: 任意の時間を入力 

a, b, c は実行場所に関する条件であり、許容する複数の

デプロイ先を記載することを推奨し、それにより再エネの

利用率がより高いサイトを選択することが可能である。ま

た、対象のアプリケーションに外部からアクセスする場合

にはアプリケーションのレイテンシをユーザが気にする場

合があるが、主要なアクセス元のサイトを指定させること

で、レイテンシを考慮した配置も可能となる。 
d は実行時刻に関する条件であり、実行開始時間のデッ

ドラインを指定させることで、その中で、再エネの余裕が

ある時間へのシフトが可能となる。 
本方式は、1.2 の従来技術で述べたワークロードスケジ

ューリング技術に該当する。本技術は、アプリケーション

実行環境に改造が必要となるため、顧客が採用可能なアプ

リケーション実行基盤上での実現が課題であった。そこで、

クラウドネイティブなアプリケーションの実行環境として

近年デファクトになっている Kubernetes 上で本実行制御を

実現する。 

3. おわりに 
本研究では，アプリケーション消費電力可視化機能と再

エネ配慮アプリケーション実行制御機能を有するデータセ

ンタユーザ部門の脱炭素化サービスを提案した。提案手法

は、ユーザ部門ごと、アプリケーションごとの消費電力を

可視化することで省エネ、再エネ化対象のアプリケーショ

ンの検討を支援するとともに、アプリケーション実行時に

定義情報を付加することで再エネ利用率が向上するように

自動的にアプリケーション実行を制御する。今後はデプロ

イされたアプリケーションの実行方法変更方式の具体化を

行っていく。 
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図 2 部門ごとの年間総 CO2排出量 

図 1 部門ごとの年間総消費電力量 

図 1 部門ごとの再エネ比率 
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